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 以下のとおり、「携帯端末向けマルチメディア放送サービス等」に関して今後検討が必要と思われる課題 

について提案を提出します。 

１ 制度分野 

 

   別紙１（ページ２）の通りです。 

２ 技術分野 

 

   別紙２（ページ３）の通りです。 

３ ビジネスモデル分野 

 

   別紙３（ページ４）の通りです。 

４ その他 

 

   特に無し。 
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【 別紙１ 】 

 

 

１．制度分野 
 
 
  （１）免許主体は、既存ラジオ事業者を優先し、県域免許としたい。  
     携帯端末向けの放送では、各地域で必要とされる災害情報・生活情報・地域文 
     化・地域経済の情報発信が極めて重要である。このため、こうした情報発信能 
     力の高い既存ラジオ事業者を免許主体とし、県域放送免許とすることが望まし 
     い、と考える。その一方、全国共通の情報並びに様々なコンテンツに関して、 
     各放送事業者が必要に応じてネットワーク形成に参画できる制度としたい。 

（２）同一の携帯端末で、地上デジタル放送のワンセグ放送と携帯端末向けマルチメ  
   ディア放送の双方が受信できることが望ましいことから、携帯端末向けマルチ 
   メディア放送では、事業者が地域事情等を勘案して１セグメント放送または３ 
   セグメント放送のいずれでも選択可能となる免許制度にしたい。 

同一の県域に３セグメント放送事業者と１セグメント放送事業者の双方が併存 
することがあっても良い制度としたい。 

（３）携帯端末向けマルチメディア放送では、通信との連携強化を前提としたサービ 
   スが期待される。携帯端末として、携帯電話、パソコン、ＰＤＡ、カーナビ等 
   の車載型受信器のほか、様々な受信端末の開発が期待されるので、これらの端 
   末に向けて、これまでの放送概念を超えた様々なコンテンツを送信できる制度 

    を望む。 
 （４）免許は原則として「ハードソフト一致」が望ましい。前記（３）に記した様々な 
    コンテンツ送信実現のため、事業者が「ハードソフト一致」を原則としながら、 
    受託放送も行える制度が望ましい。 

（５）関東地方にあっては、東京ほか南関東と北関東とでは、文化・経済等の社会基 
   盤が著しく異なるので、大電力による関東広域圏放送を行わないこととしたい。 
   北関東においては、南関東と異なり、北関東各県ごとの県域放送の実現を望む。 
（６）大資本が資本力の弱い放送事業者を全国的に支配する事態を危惧する。このた 
   め、他業種による放送事業者支配を防ぐことを目的とした新たな集中排除原則 
   を制度化する必要がある。 
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【 別紙２ 】 
 
２．技術分野 
 
 
 （１）携帯端末向けマルチメディア放送の新しいコンテンツを、家庭内固定の地上デジ 
    タル放送受信器でも受信できる仕組みとしたい。膨大なデータ量のコンテンツを 
    長時間かけて受信器にダウンロード蓄積させる新たなビジネスモデルを可能にし 
    たい。 
 （２）放送形式は、現在、ＤＲＰの実用化試験放送で実施しているＩＳＤＢ-Ｔｓｂ方式 
    が適当と考える。 
 （３）携帯端末向けマルチメディア放送は、受信端末アンテナを小型化するのが望まし 
    く、そのためには、ＶＨＦハイバンドの周波数割当が必要と考える。 
 （４）コンテンツのダウンロード（録音等）に関して、著作権等の権利処理並びに課金 
    処理について制度を明確にしたうえで、制度に合致した技術基準を定める必要が 
    ある。 
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【 別紙３ 】 
 
３．ビジネスモデル分野 
 
 （１）放送事業者は、ハードソフト一致の原則によってはじめて、災害放送等の社会的 
    責任を果たすことができる。その一方、社会的責任を追及することにより財務体 
    質を悪化させる心配があり、これに乗じて大資本等の強者が放送事業者支配に乗 
    り出すことを危惧する。このため、大資本による放送事業者支配に歯止めをかけ 
    ることが重要である。 
 （２）携帯向けマルチメディア放送では、いわゆるデジタルラジオによる音声放送を中 
    心にして、音声広告収入、データ広告収入、簡易映像広告収入、様々なデータ送 
    信（無料、有料のダウンロード）をビジネスモデルの出発点と考えたい。 
 （３）データ送信について、放送事業者によるデータのほか、受託放送によるデータ送 
    信を可能とし、多くの他業種が新規コンテンツを持ち込むことを期待したい。 

 
                               

 

 

 

 


